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 固定資産税は、市町村を支える基幹税目として重要な役割を果たしてきてお

り、固定資産税制度や資産評価に対する納税者の関心は近年ますます高まって

おります。当評価センターは、昭和５３年５月設立以来、調査研究事業を主要事

業として位置付け、その時々の固定資産税を巡る諸課題をテーマに、学識経験者、

地方団体の関係者等をもって構成する研究委員会を設け調査研究を行ってまい

りました。 

令和５年度は３つの調査研究委員会を立ち上げ、固定資産税制度、固定資産評

価制度に関して専門的な調査研究を行ってまいりましたが、このうち土地に関

する調査研究委員会においては、利用ニーズが大幅に低下した土地(宅地)の

評価について調査研究を行いました。過疎化が進む地域での評価について、地

方団体へのアンケート調査や評価実務家からの報告等を通じて評価の実態を

把握した上で、用途地区の区分、状況類似地区(域)の区分、標準宅地の選定

等を今後の検討課題としています。 

ここに、今年度の調査研究結果がまとまりましたので、研究報告書として公表

する運びとなりました。熱心にご研究、ご審議いただいた委員の皆様や関係の

方々に対し、心から感謝申し上げます。 

 当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実を図ると

ともに、地方団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方

団体をはじめ関係団体の皆様のなお一層のご指導、ご支援をお願い申し上げま

す。 
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土地に関する調査研究委員会 

【審 議 経 過】 

 

 

○第１回〔２０２３(令和５)年７月２８日（金）〕 

（議題） （１）令和５年度土地に関する調査研究委員会 研究テーマについて 

  （２）利用ニーズが大幅に低下した土地(宅地)の評価について 

  （３）地方団体へのアンケート質問事項等の検討について 

 

 

○第２回〔２０２３(令和５)年１０月１８日（水）〕 

（議題） （１）利用ニーズが大幅に低下した土地(宅地)の評価について 

       （不動産鑑定士委員発表） 

   （２）利用ニーズが大幅に低下した土地(宅地)の評価について 

       （地方団体委員発表） 

 

 

○第３回〔２０２３(令和５)年１２月２２日（金）〕 

（議題）市町村アンケート調査結果報告及び令和５年度報告書骨子（案）について 

 

 

○第４回〔２０２４(令和６)年３月７日（木）〕 

（議題）令和５年度土地に関する調査研究委員会報告書（案）について 
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Ⅰ 調査研究の背景 

近年、人口の減少や都市部への一極集中など、様々な要因によって利用ニー

ズが大きく低下した土地の固定資産評価額が、実勢価格と乖離しているのでは

ないかとの報道がある。 

こうした利用ニーズの低下した土地には、山間部の集落や郊外の分譲地のよ

うに、人口が減少し、過疎化が進んでいるものも多いと考えられ、特に付近に

売買事例が長期間発生していない宅地等については、土地の評価に当たって苦

慮することも多いと推察される。また、このような過疎化が進む地域（以下「過

疎化が進む地域」という。）では、高齢化も進展し、共同生活の維持やインフ

ラ施設等の維持管理についても困難な状況が考えられ、固定資産税評価に対す

る問い合わせや不服等も多いものと考えられる。 

さらに、国において、相続した利用ニーズの低下した土地の管理不全を回避

すること等を目的とした相続土地国庫帰属制度が令和 5 年 4 月 27 日から開始

され、利用ニーズの低下した土地に関心が集まりつつある。 

こうした状況を踏まえ、本調査研究では、このような過疎化が進む地域にお

ける宅地等の固定資産税評価の実態を把握し、課題を整理し、その解決策を探

ることとする。 

 

 

Ⅱ 本報告書の構成 

現行の固定資産税評価制度の下、過疎化が進む地域等において評価を行う場

合の課題を整理するため、Ⅲにおいて現行制度の全体像を確認した後、それを

踏まえて、Ⅳにおいて当委員会で実施した調査の内容及び調査・分析結果を示

し、Ⅴにおいて今後検討すべき課題を整理する。 
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Ⅲ 制度の概要 

１．固定資産税評価における価格 

地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）上、固定資産税における課税標準は、

価格とされており、価格は「適正な時価」とされている（地方税法第 341 条

第５項及び第 349 条）。この適正な時価は、「正常な条件の下に成立する取引

価格、すなわち、客観的な交換価値をいう」ものとされている。 

この価格を求めるため、総務大臣は固定資産評価基準（昭和 38 年自治省

告示 158 号。以下「評価基準」という。）を定めることとされており（地方税

法第 388 条第１項）、市町村長は評価基準によって固定資産の価格を決定し

なければならないとされている（地方税法第 403 条第１項）。 

２．固定資産税評価における宅地等の評価方法 

(1) 地目の認定 

① 地目の種類 

地目とは、土地の現況及び利用目的による区分を表すものである。評価

基準では、土地を田、畑、宅地、鉱泉地、池沼、山林、牧場、原野及び雑

種地の 9地目に分類しており、その意義については「固定資産評価基準解

説（土地篇）」（固定資産税務研究会編、令和 3 年 5 月 17 日一般財団法人

地方財務協会発行。以下「基準解説」という。）P23 によると、次のとおり

記されている。 

なお、引用部分の下線は原文にはなく、説明の便宜上付加したものであ

る。以下、本報告書において同様である。 

  

【基準解説】 

 評価基準における各地目の意義については、明定されていないところであ

るが、基本的には不動産登記法上の取扱いと同様であり、具体的には不動産

登記事務取扱手続準則(平成 17 年 2 月 25 日民二第 456 号法務省民事局長通

達)に定められているところによるものである。すなわち、前述したように登

記簿上の地目と現況の地目が異なる場合、評価上は現況地目で認定し評価す

るのであるが、双方ともにその判定の基準となるものは同一であることに留

意する必要がある。 
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各地目の意義について、不動産登記事務取扱手続準則（以下「準則」と

いう。）第 68 条では次のように定義している。 

 

② 地目の意義 

評価基準には次のように記載されており、「土地の地目の別に」とあるよ

うに、評価基準では地目別に評価方法が定められている。また、「当該土地

の現況及び利用目的」とあるように、地目の認定の考え方は現況の地目に

よるものとされている。 

 

  

地目 意義 

農地 
 

田 農耕地で用水を利用して耕作する土地 
（準則第 68 条第 1 号） 

畑 農耕地で用水を利用しないで耕作する土地 
（準則第 68 条第 2 号） 

宅地 建物の敷地及びその維持若しくは効用を果すために必要な土地 
（準則第 68 条第 3 号） 

鉱泉地 鉱泉(温泉を含む)の湧出口及びその維持に必要な土地 
（準則第 68 条第 7 号） 

池沼 かんがい用水でない水の貯留池  
（準則第 68 条第 8 号）  

山林 耕作の方法によらないで竹木の生育する土地 

（準則第 68 条第 9 号） 

牧場 家畜を放牧する土地 
（準則第 68 条第 10 号） 

原野 耕作の方法によらないで雑草、かん木類の生育する土地 
（準則第 68 条第 11 号） 

雑種地 以上のいずれにも該当しない土地 

（準則第 68 条第 23 号） 

【評価基準第１章第１節一】 

一 土地の評価の基本  

 土地の評価は、次に掲げる土地の地目の別に、それぞれ、以下に定める評

価の方法によって行うものとする。この場合における土地の地目の認定に当

たっては、当該土地の現況及び利用目的に重点を置き、部分的に僅少の差異

の存するときであっても、土地全体としての状況を観察して認定するものと

する。 
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(2) 宅地の評価 

宅地の評価方法は、「市街地宅地評価法」と「その他の宅地評価法」に分け

られ、評価基準では、市町村の宅地の状況に応じ、主として市街地的形態を

形成する地域における宅地については「市街地宅地評価法」によって、主と

して市街地的形態を形成するに至らない地域における宅地については「その

他の宅地評価法」によるものとされている。 

 

【宅地の固定資産評価基準上の評価手順】 

 

① 市街地宅地評価法 

市街地宅地評価法は、いわゆる路線価方式を採用しており、(a)市町村の

宅地を商業地区、住宅地区、工業地区、観光地区等に区分し、(b)状況が相

当に相違する地域ごとに、その主要な街路に沿接する宅地のうちから標準

宅地を選定し、(c)標準宅地について、売買実例価額から評定する適正な時

価を求め、これに基づいて上記主要な街路の路線価を付設し、これに比準

してその他の街路の路線価を付設し、(d)路線価を基礎とし、画地計算法を

適用して各筆の宅地の評点数を付設するものであり、この場合において、

市町村長は、宅地の状況に応じ、必要があるときは、画地計算法の附表等

について、所要の補正をして、これを適用する。 

なお、上記(b)の状況が相当に相違する地域の区分とは、街路の状況、公

共施設等の接近の状況、家屋の疎密度その他の宅地の利用上の便等を基準

として、不動産の価格を形成する要因がおおむね同等であると認められる
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地域を区分するものである。また、上記(c)の路線価は、当該主要な街路に

沿接する標準宅地の単位地積当たりの適正な時価に基づいて付設するも

のとされるが、この場合において、標準宅地が画地計算法を適用すべきも

のであるときは、当該標準宅地の沿接する主要な街路に付設する路線価は、

当該標準宅地の適正な時価に基づき、仮に当該標準宅地の位置に画地計算

法を適用する必要がない宅地があるものとした場合における当該宅地の

単位地積当たりの適正な時価を算出し、これに基づいて付設する。 

② その他の宅地評価法 

その他の宅地評価法は、(a)状況類似地区を区分し、(b)状況類似地区ご

とに標準宅地を選定し、(c)標準宅地について、売買実例価額から評定する

適正な時価に基づいて評点数を付設し、(d)標準宅地の評点数に比準して、

状況類似地区内の各筆の宅地の評点数を付設するものであり、この場合に

おいて、市町村長は、宅地の状況に応じ、必要があるときは、宅地の比準

表について、所要の補正をして、これを適用する。 

なお、上記(a)の状況類似地区の区分とは、宅地の沿接する道路の状況、

公共施設等の接近の状況、家屋の疎密度その他宅地の利用上の便等を基準

として、価格形成要因がおおむね同等と認められる宅地の所在する地区ご

とに区分するものである。 

③ 不動産鑑定士等による鑑定評価 

ア 上記①(c)及び②(c)において、標準宅地の適正な時価を求める場合に

は、「当分の間、基準年度の初日の属する年の前年の１月１日の地価公示

法（昭和 44 年法律第 49 号）による地価公示価格及び不動産鑑定士又は

不動産鑑定士補による鑑定評価から求められた価格等を活用すること

とし、これらの価格の７割を目途として評定するものとする。この場合

において、不動産鑑定士等による鑑定評価から求められた価格等を活用

するに当たっては、全国及び都道府県単位の情報交換及び調整を十分に

行うものとする。(評価基準第 12 節一)」としている。 

また、「令和 6 年度固定資産の評価替えに関する留意事項について」

（令和 4年 5月 23 日付け総税評第 15 号）においても、鑑定評価価格に

ついて、「不動産鑑定評価基準等に定める要件を具備する鑑定評価書に

よる鑑定評価価格を求めること」、「当該鑑定評価価格について、担当し

た不動産鑑定士等に対し、その価格決定理由等について十分に説明を求

めるとともに、取引事例の把握や個別的要因の標準化が適切かどうか、

面的なバランスが取れているかなどについて十分精査すること」、「地価

公示価格及び都道府県地価調査価格との均衡並びに鑑定評価価格相互
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間の均衡を図るため、市町村間及び都道府県内における広域的な情報交

換等必要な調整を行うこと」と記載されている。 

イ 不動産鑑定評価基準（国土交通省事務次官通知・昭和 39 年制定）と

は、不動産鑑定士が不動産の鑑定評価を行うに当たっての統一的基準で

ある。不動産鑑定評価基準では、価格形成要因について、不動産の効用

及び相対的稀少性並びに不動産に対する有効需要の三者に影響を与え

る要因をいうものと定めており、不動産の価格を求める鑑定評価の基本

的な手法として、原価法、取引事例比較法及び収益還元法などが挙げら

れている。 
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Ⅳ 実態調査 

本調査研究では、アンケート調査の実施のほか、今年度の調査研究委員会に

参加する鑑定実務家委員及び自治体委員からの発表をいただいた。 

１．アンケート調査 

(1) アンケート調査の概要 

令和5年 9月に総務省が行った「利用ニーズが大幅に低下した土地（宅地）

の評価に関する調査（以下「アンケート調査」という。）」の概要は下記のと

おりである。 

① 調査目的 

過疎化が進む地域での地方団体の評価の実態について調査し、実務上の

課題整理を行う。 

② 調査対象団体 

人口及び登記申請件数の減少が見られる団体を中心とした51団体（※） 

（※）2010 年から 2020 年にかけての国勢調査の人口減少率及び国土交

通省の土地取引規制基礎調査概況調査結果による登記申請の件数変

動率の各平均値（人口変動率-3.85％、登記申請件数変動率13.95％）

から、各標準偏差を控除した数値以下の団体のうち、2020 年の登記

申請件数が第 1四分位以下の 37 団体を中心に、合併により山間部を

含むと考えられる政令市 4 団体のほか、全国を網羅するため人口減

少率等を踏まえて 10 団体を加えた合計 51 団体を抽出した。なお、

対象団体には町村が含まれないこととなったが、市であっても過疎

化が進む地域が含まれると考えられる団体や、政令市については、

旧町村を含んだ合併により市域が拡大している団体等を抽出してお

り、調査・分析等には支障は無いものと考えられる。 

 

③ 調査内容（P.39～50 付属資料－１） 

   調査票 1  

・ 宅地の固定資産評価基準上の評価手順に従って、手順ごとに苦慮

している点、工夫している点について 

・ 地目の認定について 
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   調査票 2  

・ 納税者等からの不服等（窓口対応、審査申出、裁判等を含む。以下

同様。）の状況について 

(2) アンケート調査の集計結果 

各設問において、記入いただいた回答の概要は下記のとおりである。 

① 宅地の固定資産評価基準上の評価手順に従った設問 

a.用途地区の区分 

▼ 苦慮している点 

≪用途地区見直しの判断に関する回答≫ 

・ 主に普通商業地区の衰退により併用住宅地区や普通住宅地区に移

行する速度が速くなったが用途地区の用途確定が難しい。 

・ 空き店舗が増えた普通商業地区の用途地区の見直しのタイミング

が難しい。 

・ 現状の用途が併用住宅地区において、空き家や店舗部分を閉めて

いる住宅が増えている地域の用途地区の見直しの判断が難しい。 

・ 今の現状というわけではないが、地域の小売店の淘汰が大規模店

舗により更に進むと考えられる。その場合、商業地の店の閉店によ

り住宅化が進むと考えられ、その際の見直しのタイミングが難しい。 

・ 店舗・事務所等の閉鎖が徐々に進行する地域において、用途地区

の見直し（変更）タイミングが難しい。 

・ 道路の新設改良などに伴い、交通量が激減しかつ、空き家が目立

つ旧道沿線の用途地区の見直しのタイミングが難しい。 

・ 用途地区変更のタイミングが難しい（住宅⇔併用⇔商業など）。 

・ 空き家が増えた場所の用途地区の見直しのタイミングが難しい。 

≪村落地区まで含めた回答≫ 

・ 空き家や未利用地が増加している地域を、普通住宅地区から村落

地区（その他地区）へ変更した方がいいのか判断が難しい（市街地

宅地評価法⇒その他の宅地評価法）。 

・ 市街地部分については、空き家や空き店舗が増えた場所の用途地

区の見直しのタイミングが難しい。山間部については、すべて村落

地区のため用途地区の見直しは無い。 
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○ 工夫している点 

≪調査方法の工夫に関する回答≫ 

・ 現地調査の頻度を高めて地域の変化を的確に把握する。 

・ 慎重な現地調査、最新の住宅地図での空き家情報、家屋課税デー

タ等を活用して、現状及び将来的な土地利用について慎重な検討を

行う。 

・ 詳細な現地調査のほかに、担当鑑定士による意見、地元精通者意

見を考慮して、区分を適宜見直している。 

・ 住宅地図から経年変化箇所を抽出し、相続税路線価の用途地区や

都市計画用途地域等と対比しながら区分の見直しを実施している。 

・ 住宅地図による土地利用状況の経年変化を参考に用途地区の見直

しの必要性を検討している。 

・ 住宅地図の空き家情報や家屋課税データを活用している。 

・ 他部署で情報収集している空き家情報や家屋課税データの他、現

地調査により用途区分を判断している。 

・ 変更の妥当性等、基本的には不動産鑑定士の意見を求めて、同意

の上で行う。 

≪その他の回答≫ 

・ 細分化した地域の利用状況等にとらわれ過ぎず、広く捉えた地域

単位の判断を心掛ける。 

・ 近年、地域の状況が大きく変わったと判断されるような地域にお

いては、評価替え等のタイミングに乗じて、例えば、中小工場地区

から住宅地区へ、地区区分の変更を行う。 

b.状況類似地区（域）の区分 

▼ 苦慮している点 

≪価格差（価格水準の変化）の観点からの回答≫ 

・ エリアごとの価格差が把握しづらく、状況類似地区の区分の見直

しが困難。バス路線の減便・廃止、小中学校の統合・廃校、生活必

需品を扱う商店の廃業など地域区分要因が乏しくなっている。 

・ 取引事例数が極端に少ない場合、エリアごとの価格差を把握しに

くいため、状況類似地区の区分の見直しが困難である。 

・ エリアごとの価格差が把握しづらいため、状況類似地区の区分見

直しが難しい。 

・ 価格のメリハリが弱く見直しの根拠に乏しいことから、過年度に
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おける状況類似区分を維持せざるを得ない場合が多い。 

・ 状況類似地域ごとの価格事情が把握しづらく、状況類似地域の区

分の見直しの検討が難しい。 

・ 価格水準が似通ってきつつある一方、旧来からの地域的な特性に

変化がないため、区分を統合し難い。 

≪利用状況の変化の観点からの回答≫ 

・ 土地利用変化が少なく、状況類似地区見直しのきっかけが少ない。 

・ 地域の過疎化等に伴い状類の縮小傾向があるが的確な範囲把握が

困難。 

・ 人口減少が徐々に進行する地域において、状況類似地区の見直

し（変更）タイミングが難しい。 

≪その他の回答≫ 

・ 状況類似地区間で価格差の大きい標準宅地があり、特に同じ道路

沿いのバランスは苦慮している。 

・ そもそも状況類似地区内で宅地とする土地が少なくなり、地区と

して維持することが困難になりつつある地区が増えてきた。 

・ 状況類似地区の見直しを検討できる取引事例が極端に少なく、地

価公示・地価調査地点からも相当離れており、山間部の宅地が広域

に点在しているため、区域の見直しが困難である。下落が続く取引

のない宅地の評価について、説明が難しくなる。 

○ 工夫している点 

≪不動産鑑定士等の意見を活用する回答≫ 

・ 売買実例がなくとも、不動産鑑定士等の精通者意見をもとに地域

区分の見直しを実施。 

・ 原則的に過去からの状況類似区分を重視しながらも、変化の端緒

等がないかを不動産鑑定士へのヒアリング等を通じて把握する。 

・ 価格事情が把握しづらい地域については、不動産鑑定士等の精通

者意見をもとに地域区分の見直しを検討している。 

・ 詳細な現地調査のほかに、不動産鑑定士による意見、地元精通者意

見を考慮して、状況類似地区を適宜見直している。 

・ 地域要因、価格水準の観点から区分を設定。現地調査を行い業務委

託業者と協議の上区分の見直しを実施。 

≪周辺状況類似地区（域）へ統合する回答≫ 

・ 過疎化が進行し、標準宅地を設定する必要が無くなったと判断さ
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れる地域においては、標準宅地を廃止し、他の状況類似地域に併合

する。 

・ 状況類似地区内に適当な標準宅地の選定が困難である場合、近隣

の類似する状況類似地区との統合を含めて見直しを行う。 

≪GIS 等を活用する回答≫ 

・ GIS を活用し、航空写真で地形を確認している。また、地番図デ

ータに課税情報を結合し、実際の評価状況を確認した上で、状況類

似地区界の見直しが必要ないか検証している。 

・ 新規敷設道路や廃止道路、集客施設の設置や公共施設建設による

状類の変化を注視する。 

・ 状況類似地域の見直しを、人口減少、不動産の需要減退を考慮しな

がら行っている。 

c.標準宅地の選定 

▼ 苦慮している点 

≪空き家、空き地になった場合の標準宅地の選定に関する回答≫ 

・ 建物の敷地となっている土地が少なく、標準宅地の候補地の選定

が困難。 

・ 過疎化が進み空き家、老朽化した建物が建つ地点を標準宅地とせ

ざるを得ない状況にある。 

・ 過疎化の影響で標準宅地が空き家となることや空き地になること

で標準宅地の選定基準を満たせない事態になる。 

・ 標準宅地が空き家や更地となった場合に、付近に適当な移設先が

なく、標準宅地の候補地の選定が困難な場合がある。 

・ 過疎化が進行し、前回の評価替えの際に標準宅地としていた所が

空き家になったが、状況類似地域内に適切な選定替え候補地が見つ

からないことがある。 

・ 空き家が増えており、選定替えを行いたいが、選定できる宅地が無

い。 

・ 標準宅地の空き家が増えているため、空き家対策措置法の特定空

き家に指定されることが懸念される。 

・ 本来は現況で宅地が望ましいが、一部で建物が解体されている土

地が含まれている。他に条件を満たす宅地も少ない。 

・ 人口減少が原因として建物の取り壊しや朽廃により、建物と認め

られなくなることがあると、標準宅地となる宅地の候補地が少ない
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地域では候補地の選定は困難となる。 

・ 取り壊しや廃屋も見られるようになってきた。空き家が多く、標

準地選定が難しい地区もある。 

・ 集落地区や散在地区においては建物の敷地となっている土地が少

なく、標準宅地の候補地の選定が困難な地域がある。 

・ 人口減少率の高い地域では、そもそもの宅地が少なく、さらに標

準宅地として選定できる宅地自体も少なくなること。 

・ 宅地が少ないため、標準地の設定が難しい。 

≪その他の回答≫ 

・ 建付け地（建物の健在する土地）は点在するが、適正な標準宅地

の候補地が少なくなってきている。 

・ 滅失等で標準宅地の選定替えを行う際、状況類似地域内に標準的

な画地の宅地が他に無く、候補地の選定が難しい。 

・ 取引の少ない地域には、既存不適格建築物、空き家、空き地が多

かったり、適正画地が少ないことから、選定には苦慮している。 

・ 山間部などは既存標準地にある建物が取り壊されたとしても同状

況類似地域内で家屋棟数自体が少なく、また不整形な土地も多いた

め選定が困難。 

・ 山間部に 1 軒のみ家屋があり、標準宅地として選定して良いか判

断に悩んだ。 

○ 工夫している点 

≪空き家、空き地になっても選定替えを行わない回答≫ 

・ 適切な場所がない場合は、建物がなくても選定していることも多

くなるので、現況宅地と認められる土地であれば、引き続き標準宅

地と認める場合がある。 

・ 空き地であっても該当の状況類似地域内にふさわしい標準宅地が

存在しない場合は選定替えを実施しないことがある。 

・ 建物が建っていない土地であっても標準宅地とする場合がある（実

際に過去に宅地として利用され、また造成状況が再度宅地として利

用が容易なものに限る）。 

・ 空き家でも近親者が管理している等の場合は再利用の可能性があ

るが、放置している場合は選定替えが必要と思われる。 

≪よりふさわしい宅地に選定替えを行う回答≫ 

・ 地域特性、地価水準等の観点から、従来の状況類似地域の範囲を
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見直すことによって、それまでより広いエリアから標準宅地を選定

することとした。 

・ GIS を活用し、地番図データに課税情報を結合した上で、地番図

を宅地のみ色分けすることで、標準宅地の候補地選定を効率化して

いる。 

・ 状況類似地域における特性を表す規範性の高い標準宅地をこまめ

に探している。 

・ 当該地が空き家または空き地として、開発が滞る場合は、隣接す

る他の宅地から標準宅地を選定している。 

≪その他の回答≫ 

・ 地域全体の特性を踏まえ、イエローゾーン等の該当箇所であって

も選定の対象にしている。 

d.標準宅地の鑑定評価 

▼ 苦慮している点 

≪収集できる取引事例が少ないことに関する回答≫ 

・ 宅地の取引事例が少ないことから、客観的な土地の価値をつかむ

ことが難しい。 

・ 近隣地域及び同一需給圏内の状況類似地域では住宅地としての選

好性が低く、転出超過の状態にあり空き家が増え、鑑定評価で採用

できる取引事例が見あたらない。 

・ 地域において、新しい取引事例が少ない、取引事例があっても古い、

新しい取引事例があっても土地の距離が離れている。 

・ 規範性の高い取引事例の収集が困難、価格水準の判断の精度が低

くなる。 

・ 取引事例が少ないので遠隔地事例からの比準に依拠せざるを得な

いが、比準上地域格差率が大きくなってしまうケースが多い。 

≪取引事例に取引事情を含むことが多いことに関する回答≫ 

・ 取引が少ないことや稀な取引にも事情を含むことが多いため、需

要の中心となる価格帯は見出し難い状況である。不動産業者に売買

仲介を依頼せず、親類等の縁故者に直接購入を持ちかけるなど限定

された範囲で購入希望者を模索する場合が多い。 

・ 人口減少率の高い地域の取引事例は、収集できたとしても何らか

の事情を含む取引であることから適正な比準作業に苦慮している。 

・ 取引事例については、取引の目的及び態様の相違、取引当事者の
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属性の相違によって、取引価格に幅（ブレ）が生じるものであるが、

取引事例の絶対数が乏しいため、各取引事例について、その規範性

の有無または程度の判定が難しい。また、価格水準にかかる、その

規範性の有無または程度については、地価公示及び地価調査の価格

に関連付けることによって、その検証を行うところであるが、地価

公示及び地価調査のポイントが削減傾向にあるため、検証が行いに

くくなっている。 

≪その他の回答≫ 

・ 収益還元法において、地域として賃貸市場が未成熟であり、新築

建物の賃貸を目的とした土地需要がほとんどない。また、原価法に

おいて、市街地から大分離れた山間部や田園地域では、宅地開発の

実現性が低く 1 ㎥当たり積算価格を求めることができない。このよ

うにしばしば基礎数値を決定できず、現地に即した評価算定を行い

難い。 

○ 工夫している点 

≪収集及び選択できる取引事例が少ないことに対する工夫に関する回

答≫ 

・ 鑑定評価の際、地域の特性が類似した地域の取引事例を使用して

比較するようにしている。例：対象地が郊外の村落地域の場合、取

引事例を郊外の対象地と類似した村落地域から採用するなど。 

・ 同一需給圏を広く捉え、同一市町村にこだわらず取引事例を収集、

採用している（場所的広がり）。地域内の住人に身分は明かさずに土

地の相場を何人かにヒアリングして、世評相場の把握に努めるとと

もに、人口減少等の各種統計データをも参考として時点修正率を査

定し、やや古い事例を利用している（時間的広がり）。 

・ その地域の過去の取引事例の情報を収集する。また、近隣市町村

での取引事例の情報を収集し、価格のバランスを考慮し鑑定評価を

行っている。 

・ 同一需給圏を市内全域に幅広く設定して取引事例を収集するとと

もに、過去の取引事例についても時点修正を適切に行うことにより

事例として採用している。 

・ 規範性の高い取引事例の収集が困難なため、取引時点が古い事例

や事情補正を要する事例を採用せざるを得ないケースが増えてき

ている。 

・ 取引事例比較法を用いて、市街地周辺の山間宅地、宅地見込地な

－14－



どを含め、広く最近の不動産取引を調査検討し、類似性の高い土地

取引を数件選択して比準する。 

・ 同一需給圏の範囲を拡大し、市街地周辺部や隣接市町の人口減少

の趨勢が類似する地区まで圏域を広げ、取引事例を確保し鑑定評価

を行う。 

・ 状況の類似した他地域（同規模、同標高、中心部からの距離等）

の取引事例を参考に評価している。 

・ 事例がないことはどうしようもないことなので、他市町村から事

例を選択するなど同一需給圏を広げる、あるいは、地域要因の比較

で通常以上に工夫をするなど、適正な評価に務めている。 

・ 地域特性や地価水準等が類似する地域であれば、異なる市町村で

発生した取引事例や、国または県が買収した公共事例であっても、

取引事例比較法を適用することとした。 

・ 取引事例については、商業地域（普通商業地区）、工業地域（中小

工場地区）は、同一需給圏を拡大して、規範性の高い事例の取引収

集に努めることとしている。一方、住宅地域（普通住宅地区）、特に

集落地域（村落地区）については、一般的に地縁的選好性が強い傾

向にあるため、安易に同一需給圏を拡大することは行わず、むしろ、

時点を遡って取引事例を収集することとしている。 

≪取引事例に取引事情を含むことが多いことに対する工夫に関する回

答≫ 

・ 宅地価格が農地並みの価格で投げ売りも見られるが、逆オーバー

シュート気味の価格と判断した場合（都会の移住者の投げ売り）は、

価格を事情補正している。 

・ 中山間地域の標準宅地の鑑定評価では広域的な取引事例を採用し

たり、事情補正や地域格差に配慮した中庸値等から比準価格を決定

している。 

≪その他の回答≫ 

・ 中山間地域の場合、隣接市の中山間地域など広域的に取引事例を

収集する。また、成約事例だけでなく、売り募集の土地の売り希望

価格なども収集し参考にする。また、地元不動産業者や地元精通者

などにヒアリングし価格動向、地域における価格差などの把握に努

める。 

・ 同一需給圏を広く捉え、同一市町村にこだわらず取引事例を収

集し、採用している。相当古い事例の採用や、農地・雑種地の事例
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に造成条件要因を標準化補正することによって採用した事例もあ

る。 

・ 同一需給圏を広く捉え、かつ、不動産仲介業者へのヒアリング結

果を価格判定の参考としている。 

・ 取引事例が希少であり、建付減価などを含めた補正項目を検討す

るなどして採用している。 

・ 統廃合による状類の変化に伴い、鑑定評価地点を効率的に配置

する。 

・ 日常生活の利便性、地域住民の集積度や地理的な広がりからなる

集落規模、居住人口の動向や将来における生活利便性の低下の見通

しといった将来性などが土地価格に影響を与えているため、人口減

少地域特有の地域要因等を把握する必要がある。 

・ なるべく多くの不動産会社を訪問し、実際の取引状況を聞くとと

もに、地元の人にも声をかけて事例の掘り起こし収集を行っている。 

・ 規範性の高い事例が減少してきているので、事例を統計学に基づ

く回帰分析を行い適正化している。 

e.主要な街路の付設、その他の街路の付設、所要の補正等 

▼ 苦慮している点 

≪格差率等の把握が困難なことに関する回答≫ 

・ 現況地目の変化で路線価が不要となる場合もあるが、的確な把握

が難しい。また、過疎傾向が著しい箇所では既存の格差率では不適

応が見られるのではないか。 

・ 都会に移住した子孫によって放置又は投げ売りされたことにより、

利用価値によって形成してきた従来相場を逸脱した価格の取引事

例も見られる。要因とその格差率の把握が難しい。 

・ 市場性の減退を考慮するが、修正の限界に苦慮している。 

・ 人口減少により成約事例数の減少が顕著となった結果、軸となる

利用価値が、見いだせなくなっている。 

・ 市街地郊外の傾斜地にある住宅団地は取引事例が少ないので価格

（路線価地域）バランスに苦慮している。 

・ 空き家に接道する街路において、使用されていないため雑草等で

道路形状が把握できず、現況の幅員等を確認出来ない。路線を廃止

したいが、評価で使用している為、廃止できない。 
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≪地目の認定に関する回答≫ 

・ 登記地目「宅地」である土地について宅地並価格で課税すること

が不適当と思われる荒廃地が目立ってきている。 

≪雑種地に関する補正についての回答≫ 

・ 雑種地の地目補正、補正率の妥当性について。 

○ 工夫している点 

≪特に工夫は行っていない回答≫ 

・ 評価替えに伴う土地価格比準表の再検証はしているものの、修正

に至る説得力が弱く、特に工夫していることはない。 

・ 取引事例が少なく、用途地区境界の格差が大きい箇所については、

調整することができない。 

≪限定的だが、工夫を行っている回答≫ 

・ 価格が高くなる可能性はあるが、可能な限り、比較的新しい宅地

が多い街路を主要な街路として選定する。 

・ 10 年ぐらいの成約価格の履歴を、時系列で記憶し、相場観を保っ

た上で値付けしている。 

・ 需給の動向の減退等を適正に考慮している。 

・ その他の宅地評価法の宅地の比準表の適用において、地域内格差

を反映（標準地単価）。 
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② 地目の認定に関する設問 

◆ 利用ニーズが大幅に低下した宅地の例として、宅地分譲後に家屋が建

てられないまま長期間が経過した土地が見られます。このような土地の

地目認定について教えて下さい。 
  

項目 回答数
①宅地のまま
②雑種地に変更
③その他の地目に変更
回答無し
有効回答数

地目認定（市街化区域内）

地目認定（市街化区域内）

①宅地のまま

②雑種地に変更

③その他の地目に変更

項目 回答数
①宅地のまま
②雑種地に変更
③その他の地目に変更
回答無し
有効回答数

地目認定（市街化調整区域内）

項目 回答数
①宅地のまま
②雑種地に変更
③その他の地目に変更
回答無し
有効回答数

地目認定（非線引き区域内）
項目 回答数

①宅地のまま
②雑種地に変更
③その他の地目に変更
回答無し
有効回答数

地目認定（都市計画区域外）
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③ 不服等についての設問 

◆ 過疎化が進む地域等の宅地（宅地比準土地を含む。以下同様。）におい

て、「固定資産税評価額では買い手がつかないような土地（売れない土

地）であり、評価額が高すぎる」などといった納税者からの不服等はあ

りますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 「不服等を受けた宅地」はどのような地域に存していましたか。（複数

回答可） 

  

項目 回答数

①不服等を受けたことがある 24

②不服等を受けたことはない 27

回答無し 0

有効回答数 51

不服等の有無

項目 回答数

①過疎化が進む地域 16

②高齢化が進む地域 12

③郊外部に立地する宅地 6

④厳しい利用制限（地区計画等）のある地域 2

⑤市街化調整区域や都市計画区域外に存する地域 12

⑥その他 2

⑦不明 0

回答無し 27

不服等を受けた宅地の所在

（複数回答可）
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◆ 「不服等を受けた宅地」はどのような状況でありましたか。（複数回答

可） 

 

 

◆ 不服等の内容はどのようなものでしたか。（複数回答可） 

  

回答数

18

9

③土地取引がない地域なのに、どうやって固定資産税評価額を求めているのか 1

1

7

2

27

項目

⑥その他

回答無し

不服等の内容

（複数回答可）

①何年も売れない土地なのに固定資産税評価額（税額）が高すぎる

②固定資産税評価額が実勢価格（取引価格）を上回っている

④固定資産評価基準に違反しているのではないか

⑤この評価額で役所が買い取ってくれるのか

項目 回答数

①人が居住する家屋の敷地である宅地 5

②人が居住していない家屋（空家）の敷地である宅地 15

③その他 7

④不明 0

回答無し 27

不服等を受けた宅地の状況

（複数回答可）
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◆ 不服等に対してどのような説明（回答）をしましたか。（複数回答可） 

 

 

◆ 不服等に伴いどのような対応を求められましたか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目 回答数

①評価調書等の評価資料の提示を求められた 6

②鑑定評価書の公文書開示請求を受け開示した 1

③鑑定評価書の内容の個別説明を求められた 0

④その他 19

回答無し 27

（複数回答可）

不服等に伴う対応

6

1

0

19

①評価資料の提示を求められた

②開示請求を受け開示した

③内容の個別説明を求められた

④その他

0 5 10 15 20(件)

不服等に伴う対応
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◆ 審査の申出に至ったものがありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 裁判に至ったものがありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．過疎化が進む地域の鑑定評価について 

過疎化が進む地域の鑑定評価について、今年度の調査研究委員会に参加

する鑑定実務家委員から発表をいただいた（P.51～62 付属資料－２）。そ

の概要は、下記のとおりである。 

(1) 一般的な不動産の鑑定評価の業務フロー 

・ 不動産の鑑定評価の業務フローについては、依頼受付け、実査（現地調

査）、地域分析（市場分析を含む）、個別分析（最有効使用の判定を含む）、

手法の適用、評価書作成という評価手順である。 

・ 不動産鑑定評価基準では、価格形成要因について、不動産の効用及び相

対的稀少性並びに不動産に対する有効需要の三者に影響を与える要因を

いうものと定めており、不動産の価格を求める鑑定評価の基本的な手法と

して、原価法、取引事例比較法及び収益還元法などが挙げられている。こ

れらの各手法から求められた各価格について、対象不動産の類型、市場分

析、最有効使用との関係等から、各価格の持つ説得力により調整を行って、

鑑定評価額を求める。 

・ 取引事例比較法については、取引事例価格に対して、事情補正、時点修

正、標準化補正、地域格差、個別格差を行って比準価格を求める。 

項目 回答数

①ある（決定：棄却） 3

②ある（決定：認容） 1

③ない 29

回答無し 19

有効回答数 33

審査申出の有無

項目 回答数

①ある（判決：棄却） 1

②ある（判決：認容） 0

③ない 27

回答無し 23

有効回答数 28

裁判の有無

－22－



(2) 固定資産標準宅地の鑑定評価業務フロー 

・ 固定資産標準宅地の鑑定評価業務フローについては、評価替え第二年度

の夏頃までに契約を行ったうえで、夏から秋にかけて資料収集、標準宅地

の現地確認、秋から冬にかけて地域分析、個別分析、取引事例調査、標準

宅地調書の作成、年明けから手法の適用と評価書作成・納品を行うという

流れである。 

・ 標準宅地の現地確認では、自治体担当者が同行する場合もあり、選定替

えの検討も行うことがある。 

・ 標準宅地の鑑定評価書については、総務省様式を使用し、様式 2で手法

の適用を記載し、様式 3 で公的評価地点との比較、市場の特性を記載し、

試算価格の調整を行ったうえでまずは標準価格を求め、さらに、個別的要

因の検討を行ったうえで鑑定評価額を求める記載となっている。様式 4 は

標準宅地調書であり、街路条件、交通接近条件、環境条件、行政的条件の

ほか、標準的画地の条件、対象地の画地条件を記載する。 

・ そのほか、自治体によっては、図面や写真の提出も行っている。 

(3) 過疎地域など、取引が少ない宅地の評価 

  課題として、下記 3点が挙げられる。 

・課題 1： 空き家が長期化した場合、標準的使用や最有効使用の判定をど

うするか。標準宅地を選定替えするにしても候補地が少ない、また

は無い。 

・課題 2： 量及び質の両面から、取引事例資料が得られにくい。実務上の

対応としては、事例適格 4要件（場所的同一性、事情の正常性、時

間的同一性、要因の比較可能性）を緩和して対応している。 

・課題 3： 現地確認時の住民対応等。 

(4) 取引事例資料を収集する方策について 

・ 取引事例については、基本的には、国土交通省「不動産の取引価格情報

提供制度」の枠組みで収集。 

・ そのほか、自治体の用地取得や売払い等の売買情報の収集、農地法第 5

条（農地転用）関連の資料からの価格情報を収集、不動産業者からの収集

等が考えられる。 
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３．参加自治体の取り扱い 

今年度の調査研究委員会で自治体に所属する委員から、当該自治体におけ

る過疎化が進む地域での評価の実態について紹介いただいた（P.63～72 付

属資料－３）。その概要は、下記のとおりである。 

(1) X 市の事例について 

・ 平成 29 年度から令和 5 年度にかけて、全市的には人口は緩やかな増加

が続いているが、市内地区別には人口が減少している地区も見られる。た

だし、人口が減少する地区でも、土地取引の顕著な減少は認められない。 

・ 町名別に土地取引件数を集計したところ、土地取引が活発ではない地域

は 10 カ所認められた。特に、市街化調整区域内（6カ所）では、標準宅地

の鑑定評価の取引事例比較法の適用にあたって、市域内の市街化調整区域

内ではあるが、他の状況類似地区内の事例を使用する状況が認められた。 

 

  

苦慮している点
・状況類似地区の区分において、市街化調整区域内の活発な開発行為による状況類
似地区の細分化
・標準宅地の選定において、宅地の適法性の確認(違法建築等)

工夫している点
・標準宅地の鑑定評価において、地元業者や価格精通者等ヒアリング、同一需給圏
の広域化、時点の遡り、別地目の取引事例(参考)、売買希望の有無の調査

地目の認定
（長期間の空き地）

・市街化区域の場合、宅地のまま
・市街化調整区域の場合、宅地のまま

不服等の状況

・高齢化が進む市街化調整区域内において、空き家が存する宅地、違反建築物の敷
地である宅地、山林の様相を呈する店舗跡地等における不服等。
・納税者からは、実勢価格を上回っている、役所が買い取ってくれ、敷地が広すぎ
る(農家住宅)や違反建築のため売れない建替えができないと申し入れがあり、評価
調書等の評価資料の提示、課税標準額及び税額の計算内容の説明を求められた。
・固定資産評価基準に基づいている、不動産鑑定士による鑑定評価を使っているこ
とを弁明した。
・過疎化が進む地域において、審査申出や裁判に至ったものはない。
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(2) Y 市の事例について 

・ 隣接する 4 つの町と合併したことにより、市域面積がほぼ倍増したが、

人口は近年若干の減少傾向にある。また、土地取引は年間で約 25,000 件

あるものの、近年は減少傾向にある。 

・ 市北部は、ＪＲ沿線を除き、大半を山間部が占め、国道や県道沿いに集

落が点在している状況にあり、市南部は島嶼部となっている。これらの地

域では、少子高齢化及び人口減少傾向が見られ、土地取引は市街化区域に

比べて少ないという印象がある。また、売りたくても売れない状況が続い

た結果、管理が不十分なまま放置され、売れない状況が更に長期化すると

いう悪循環に陥っている土地も見られる。 

・ 価格についての不服等を持つ納税者には、固定資産評価基準の規定に従

い適正に評価していることを、具体的な計算手順を示しながら説明を行っ

ているが、利用ニーズの低下した地域については、特に説得力ある説明が

必要となると考えている。 

・ 特に、不動産鑑定士と市評価担当者との連携、情報交換等をより一層綿

密に行うことが必要である。 

  

 

  

苦慮している点
・標準宅地の鑑定評価において、取引事例の収集が困難であり価格決定の根拠付け
が難しく、結果的に納税者に対して説得力ある説明が困難。

工夫している点
・標準宅地の鑑定評価において、距離的に離れている土地であっても事例収集する
など、同一需給圏の範囲を広く捉える。

地目の認定
（長期間の空き地）

・市街化区域、都市計画区域外の場合、雑種地に変更
・市街化調整区域の場合、雑種地に変更（0.5補正）

不服等の状況

・取引事例が少なく過疎化が進む地域、建築制限等厳しい利用制限のある地域内に
おいて、空き家が存する宅地、人が居住する宅地における不服等。
・納税者からは、売ろうとしても売れないのに評価が高い、実勢価格と固定資産税
評価額が乖離していると申し入れがあった。
・評価調書等の評価資料を活用し、また付近の地価公示・地価調査価格も示しなが
ら、固定資産評価基準に基づいて適正な評価を行っていることを弁明した。
・過疎化が進む地域において、審査申出や裁判に至ったものはない。

－25－



４．アンケート調査からの考察 

(1) 不動産鑑定士からの意見等の固定資産税評価へのフィードバックの可能性 

アンケート調査結果から、標準宅地の鑑定評価を行う上で工夫している点

として、不動産鑑定士からの意見等を参考としていると考えられる回答を整

理すると下記のとおりである。 

 

大分類
団体数
（※）

中分類 団体数
小分類

（具体的な工夫点等）

1 32 14
・ 近隣市町村の事例を収集し、価格のバランスを考

慮して鑑定評価

・ 市街地周辺部や隣接市町の人口減少の趨勢が類似
する地区まで圏域を広げる

・ 山間部やリゾート地は周辺市町村の事例も採用

・ 中山間地域の場合、隣接市の中山間地域等、広域
的に事例を収集

・ 農地、雑種地の事例に造成条件要因を標準化補正
して採用

・同一市町村内 3

15
・ 郊外部の農魚家集落は広範囲にわたることから、

郊外部の各集落より規範性のある事例を採用

・ 周辺の地域格差の大きい取引事例を使わざるを得
ない。

・ 市街地周辺の山間宅地、宅地見込地等を含め、類
似性の高い取引を選択・比準

・ 他地域（同規模・同標高・中心部からの距離等）
の事例を参考に評価

・ 対象地が村落地区の場合、郊外の対象地と類似し
た村落地域から採用

・ 普通商業地区や中小工場地区は、同一需給圏を拡
大し、規範性の高い事例を収集

・ 中山間地域の標準宅地が多数あり市域が広いた
め、当該標宅の鑑定評価では広域的な事例を採用

・ 種別（商業地、住宅地等）、類型（宅地、宅地見
込地等）の分類も柔軟に行う

2 12
・ 人口減少等の各種データも参考として時点修正率

を査定し古い事例を採用

・ その地域の過去の事例情報を収集

・ 過疎地については事例がないので、５～７年のも
のを使用

・ 集落地区（村落地区）は、一般的に地縁的選好性
が強い傾向にあるため、安易に同一需給圏を拡大
せず、時点を遡って事例を収集

・ ３年以上経過の事例も参考資料として活用

●同一需給圏を広く捉えて事
　例を収集・採用
（取引事例比較法の適用）

・同一市町村外
　（近隣市町村
　等）

・市町村の内外
　の別不明

●長期間の事例を収集・採用
（取引事例比較法の適用）
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（前頁から続く） 

 

上記の整理より、状況類似地区（域）や標準宅地の選定に関して、不動産

鑑定士からの意見等を効果的にフィードバックすることが有効であること

が伺える。 

① 現地調査結果からのフィードバック 

実務上は、状況類似地区（域）や標準宅地を市町村側で確定し発注した

後、不動産鑑定士からの意見等を受けて状況類似地区（域）や標準宅地の

変更を柔軟に行うことでより適切な判断が行えると考えられる。 

大分類
団体数
（※）

中分類 団体数
小分類

（具体的な工夫点等）

3

●公共事業の買収事例を収
　集・採用
（取引事例比較法の適用）

2

・ 地域特性や地価水準が類似する地域であれば、公
共事例も使用

4 その他 15 7
・ 地域内の住人に身分を明かさず土地の相場を何人

かにヒアリングして世評相場の把握に努める

・ 多くの不動産会社を訪問し、実際の取引状況を聞
くとともに、地元の人にも声をかけ事例の掘り起
こし収集

・ 成約事例だけでなく、売り募集の土地の売り希望
価格なども収集し参考にする（2件）

・ 地元不動産業者や地元精通者などにヒアリング
し、価格動向、地域における価格差などの把握に
努める（2件）

・ 不動産仲介業者へのヒアリング結果を価格判定の
参考としている

・不動産鑑定士
　と協議しなが
　ら進めている

1

7
・ 統廃合による状類の変化に伴い、鑑定評価地点を

効率的に配置

・ 観光地区については、来客数等も参考にしている

・ 他市町村との比較において、価格水準の把握を適
正にする

・ 地域要因の比較で通常以上に工夫するなど、適正
な評価に努めている

・ その地域に精通した知識等に加え、他の地域との
類似比較し、一つの参考とする

・ 収集した事例を十分に吟味して、事例数は少なく
とも精度の高い比準等を心がける

・ 山間地域の鑑定評価では、事情補正や地域格差に
配慮した中庸値等から比準価格を決定している

（※）回答有：39団体、回答無：12団体。複数回答あり。

・地元不動産業
　者へのヒアリ
　ング等

・その他
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例えば、不動産鑑定士は価格調査基準日を価格時点とする標準宅地の鑑

定評価を行うため、価格調査基準日前後には現地調査を行う。この標準宅

地の現地調査により、道路の開通や宅地開発等による現況変化、建物利用

用途の変化が見られる場合には、市町村担当者は不動産鑑定士と連携し、

必要に応じて、価格調査基準日の現況に応じた用途地区、状況類似地区

（域）、標準宅地選定の見直しを実施することが考えられる。一方で、市町

村において当該基準年度の見直しを行うまでに至らないと判断した場合

でも、例えば、建物利用用途の変化は徐々に進行することが考えられるた

め、不動産鑑定士からの意見を次の基準年度に向けた注視事項として実務

上取り扱っていくことが考えられる。 

なお、評価替えに係る業務委託を行っている場合、当該業者と鑑定評価

業務を実施する不動産鑑定士との連携についても、市町村を介することに

よって、上記同様の工夫ができると考えられる。 

② 取引事例収集状況からのフィードバック 

アンケート調査の結果によると、標準宅地の評価に当たって取引事例を

近隣地域から収集・採用することが困難な場合、同一需給圏の類似地域へ

拡大して取引事例を収集・採用しているケースが多く見受けられる。この

ような鑑定評価における取扱いを参考として固定資産税評価、特にその他

の宅地評価法における状況類似地区の区分を同一需給圏の類似地域へと

拡大することは、現行の固定資産評価基準の取扱いに照らして※1※2、面的

な連続性の観点から一義的には困難であると考えられる。しかし、「相互に

価格形成の要因が類似し、価格的にも差がないと認められる地区が近接し

ている」ことなどから、標準宅地の選定が困難な場合には、宅地の比準表

の適用によって適正な評価が行い得るのであれば、状況類似地区を統合し、

宅地の比準表、その他の比準割合の所要の補正として、鑑定評価の「地域

要因の比較」に相当する補正を採用することも可能であると考えられる。 

なお、鑑定評価における近隣地域と固定資産税評価における状況類似地

区（域）について、鑑定評価書点検等要領※3で「それぞれの範囲に極端な

差がないか」が留意点として掲げられている。 

※1 利用状況による状況類似地区の区分（基準解説 P290） 

 ・ 散在地区…家屋の散在する地域については、地形的にみて同一状況にあると

認められる一連の地域（おおむね字単位）によって状況類似地区を設定し、そ

の立地条件が全体的にみて近くの農家又は漁家等の集落と大差がないと認めら

れる場合は、当該農家又は漁家集落と合わせて一の状況類似地区とすることが

適当な場合が多い。 
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 ・ 集落地区…農家又は漁家等の集落については、その地域を更に区分する程度

に立地条件が相違することはきわめて例外的であるので、基本的には、一集落

一状況類似地区とすることが多い。特に山村等で宅地が散在する場合において

は、状況によっては、それが飛び地であっても、これらを合わせて状況類似地

区とすることが適当な場合が多い。 

※2 状況類似地区区分に当たっての留意点（基準解説 P292） 

 ・ 状況類似地区は、宅地の集団を単位とし、又は地形的に連続する地域によっ

て確定するのが実務的であるから、類似の形態にある地区がいくつも生ずるこ

とになるが、相互に価格形成の要因が類似し、価格的にも差がないと認められ

る地区が近接している場合には、これらを合わせて一の状況類似地区とするこ

とも可能である。また、この区分に当たっては宅地の比準表の適用に当たって

的確な区分となっていることが評価事務を円滑に進める上で肝要である。 

※3 「宅地鑑定評価書の参考様式等の送付について」（令和元年 5月 7日付総務省

自治税務局資産評価室土地第一係長事務連絡） 鑑定評価書点検等要領、様式４

（５）近隣地域の範囲 

 

(2) 対象団体の価格水準の分布とアンケート結果の関連性 

対象団体の令和 3年度における住宅系（普通住宅地区及びその他の宅地評

価法適用区域）の標準宅地について、価格分布を図示すると次のとおりであ

る。 

 

なお、次の「住宅系の標準宅地の価格分布」グラフは、横軸はアンケート

調査対象市町村を表すカテゴリーデータ、縦軸は数値データである標準宅地

の価格として、標準宅地の価格（単価）の常用対数により作成した散布図で、

市の属性（政令市・中核市・一般市）ごとに区分して、それぞれ最低価格の

高い順に並べている。 
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出典：一般財団法人資産評価システム研究センター「令和 3年度固定資産税路線価等データ」 

 

上記「住宅系の標準宅地の価格分布」グラフによると、過疎化が進む地域

の価格水準については、各団体の最低価格付近に位置すると考えられるが、

一般市では、最低価格は 230 円／㎡～11,200 円／㎡に分布、政令市では、最

低価格は 364 円／㎡～5,040 円／㎡に分布、中核市では、最低価格は 380 円

／㎡～23,900 円／㎡に分布している。政令市及び中核市であっても、最低価

格が低位なものを含むことを確認できた。 

なお、前記１（２）③不服等についての設問において、「①不服等を受けた

ことがある」と回答した団体（P.19）の宅地所在地域を確認したが、価格水

準の高低と不服等の有無については、特に有意な関連性は認められなかった。

また、前記１（２）②地目の認定に関する設問における回答結果（P.18）と

も、特に有意な関連性は認められなかった。 

(3) その他 

調査票１設問（６）では、「貴団体では、過疎化が進む地域における宅地の

評価に利用することを目的として、地方税法第３８２条第２項の規定に基づ

く登記所からの登記通知（所有権移転）を活用して、土地取引動向の把握等
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に関する調査を行ったことがありますか。」と問うたが、「①はい」とした

のは 3団体のみであり、続く調査票１設問（７）において当該 3団体におけ

る活用の内容を問うたが、「画地認定等に活用している（ある土地の所有者

が隣地を取得した場合等に利用状況に変化があるか、一画地の範囲に変更が

ないか等を調査している。）」、「市全体の地価動向の把握に活用、固定資

産の適正評価に活用」、「鑑定評価額の参考として活用、路線価の検討材料、

田、畑、山林等の標準地単価が適正であるかどうかの検討材料」という記載

に留まった。 
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Ⅴ まとめ 

前記Ⅳで確認した、地方団体における過疎化が進む地域での評価の実態等を

踏まえ、過疎化が進む地域での評価における課題整理等を行った上で、今後の

検討課題を示したい。 

１．過疎化が進む地域での評価における課題整理 

(1) 宅地の固定資産評価基準上の評価手順に従った課題整理 

各評価手順において、アンケート調査から得られた苦慮している点、工夫

している点について要点を整理した。 

① 用途地区の区分（P.8～9 Ⅳ１（２）①a 参照） 

▼ 苦慮している点 

・ 空き家等が増えた場合の用途地区等の見直しのタイミングがつか

めない。 

○ 工夫している点 

・ 現地調査、住宅地図、家屋課税データ、他部署情報、相続税の用途

地区、不動産鑑定士意見等を活用。 

② 状況類似地区（域）の区分（P.9～11 Ⅳ１（２）①b 参照） 

▼ 苦慮している点 

・ 取引事例が少なく価格水準の把握が困難であり、状況類似地区（域）

の区分の見直しの契機がつかめない。 

・ 利用状況の変化がゆるやかであり、状況類似地区（域）の区分の見

直しの契機がつかめない。 

○ 工夫している点 

・ 売買実例が無くとも、不動産鑑定士等の精通者意見をもとに地域区

分の見直しを実施。 

・ 過疎化が進行し、標準宅地を設定する必要が無くなったと判断され

る地域においては、標準宅地を廃止し、他の状況類似地区（域）に併

合。 

・ GIS や詳細な現地調査も活用。 

③ 標準宅地の選定（P.11～13 Ⅳ１（２）①c 参照） 

▼ 苦慮している点 

・ 空き家や空き地が増加した場合の標準宅地の選定。 

－32－



○ 工夫している点 

・ 空き家や空き地であっても、宅地利用の可能性を考慮して標準宅地

を選定替えしない。 

・ より広いエリアから標準宅地を選定。 

④ 標準宅地の鑑定評価（P.13～16 Ⅳ１（２）①d 参照） 

▼ 苦慮している点 

・ 取引事例の量的問題及び質的問題から、規範性の高い取引事例の収

集が困難 

○ 工夫している点 

・ 取引事例の量的問題に対しては、場所的範囲、時間的範囲を広げる

ほか、宅地以外の事例も収集分析して活用 

・ 取引事例の質的問題に対しては、適切な事情補正等を行って対応 

・ 地元業者等へのヒアリング、統計分析等も活用して価格水準把握に

努めている 

なお、不動産の鑑定評価の枠組みの中で適切な対応が行われていると

考えられるので特段の課題は認められない。 

⑤ 主要な街路の付設、その他の街路の付設、所要の補正等 

（P.16～17 Ⅳ１（２）①e 参照） 

▼ 苦慮している点 

・ 取引事例も少なく価格水準の把握が困難であり、格差率等の把握が

難しい。 

・ 宅地から雑種地への地目認定変更の契機がつかめない。 

・ 雑種地補正の程度が分からない。 

○ 工夫している点 

・ 需給動向や地域内格差を考慮しているなどの工夫を行っている団

体が認められる。 

(2) 地目の認定に関する課題整理（P.18 Ⅳ１（２）②参照） 

上記（１）⑤の回答と合わせて見ると、地目変更の見直しについての課題

が存すると考えられる。 

(3) 不服等についての課題整理（P.19～22 Ⅳ１（２）③参照） 

アンケート調査では、約半数の団体において過疎化が進む地域において不

服等を受けた経験があると回答しており、過疎化が進む地域における土地の
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評価に当たって苦慮している実態が伺われる。 

２．今後の検討課題 

固定資産税は、賦課課税方式により市町村が税額を決定する仕組みとなっ

ており、住民と市町村との信頼関係を確保・向上させるためには、固定資産

の評価についての説明責任が強く求められている。 

説明責任を果たすため、これまで固定資産税の各種情報開示制度の整備が

図られている。しかしながら、納税者の公平な税負担に対する意識はより一

層高まっており、評価に対する説明力の更なる向上が求められている状況で

ある。 

アンケート調査からは、過疎化が進む地域における土地の評価に当たって

苦慮している実態が伺われた。 

過疎化が進む地域においては、人口減少により、例えば商店やスーパーの

閉鎖、公共交通の利便性の低下など、その地域における基礎的な生活条件の

確保に支障をきたすようになるとともに、産業の担い手不足などにより地域

の生産機能が低下している。これらにより土地取引の減少が見られ、標準宅

地の鑑定評価を行うに際して取引事例の収集が困難であることが課題とし

てあげられた。こうした課題に対してアンケート調査からは、評価上の工夫

により、評価基準に準拠した適正な評価が行われている実態が認められた。

この評価に対する説明力の更なる向上を図るためには、前記Ⅳ４．（１）（P.26

～29）のように、不動産鑑定士からの意見等を効果的に評価替え作業にフィ

ードバックすることも必要であると考えられる。 

このような観点から、利用ニーズが大幅に低下した土地（宅地）の評価に

ついて、具体的には、過疎化が進む地域における土地評価について、本調査

研究での実態調査及び課題整理等を踏まえて、今後の検討課題を次のとおり

整理した。 

(1) 用途地区の区分 

空き家等が増えた場合の用途地区の区分の見直しについての考え方 

・ 商業系から住宅系への用途地区の見直し 

・ 住宅系から村落地区への用途地区の見直し（市街地宅地評価法適用地

域からその他の宅地評価法適用地域への見直しを含む） 

(2) 状況類似地区（域）の区分 

状況類似地区（域）の区分についての見直しについての考え方 

・ 価格水準の把握が困難な場合 

・ 利用状況の変化の把握が困難な場合 
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(3) 標準宅地の選定 

標準宅地の見直しについての考え方 

・ 標準宅地が空き家となった場合 

・ 標準宅地の建物が取り壊されて空き地となった場合 

(4) その他 

地目認定の見直しについての考え方 

・ 宅地から雑種地への見直し（補正率、造成費等の考慮を含む） 

 

 

以 上 
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利用ニーズが低下した土地の評価に関する調査
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（４）人口減少率が高く、宅地の取引事例が概ね３年以上発生していない、もしくは宅地の
取引事例が数年に１件しかないような地域（ここでの地域は、基本的には状況類似地区
よりも小さい範囲である国勢調査の小地域集計における「大字・町名」あるいは「字・
丁目名」を単位とします。以下同様。）の評価にあたって、苦慮していることはありま
すか。具体的にどのように苦慮しているか、評価の各段階に応じて回答用エクセルの各
欄に記載をお願いいたします。 

回答にあたっては差し支えない範囲で必要に応じて、担当の不動産鑑定士や士協会等
への確認・取材等を行ってください。 

（D6～K6 セル） 
 
【回答例】 

 
（５）人口減少率が高く、宅地の取引事例が概ね３年以上発生していない、もしくは宅地の

取引事例が数年に１件しかないような地域の評価にあたって、工夫していることはあり
ますか。具体的にどのように工夫しているか、評価の各段階に応じて回答用エクセルの
各欄に記載をお願いいたします。 

回答にあたっては差し支えない範囲で必要に応じて、担当の不動産鑑定士や士協会等
への確認・取材等を行ってください。 

（D11～K11 セル） 
 
【回答例】 

 
  

用途地区の区分
（市街地宅地評価法の場合のみ回答）

状況類似地区（域）の区分 標準宅地の選定 標準宅地の鑑定評価

住宅地図の空き家情報や家屋課税デー
タを活用

売買実例が無くとも、不動産鑑定士等
の精通者意見をもとに地域区分の見直
しを実施

建物が無くとも宅地化の蓋然性を考慮
して標準宅地を選定

同一需給圏を広く捉え、同一市町村に
こだわらず取引事例を収集、採用（担
当不動産鑑定士から聴取）

用途地区の区分
（市街地宅地評価法の場合のみ回答）

状況類似地区（域）の区分 標準宅地の選定 標準宅地の鑑定評価

空き家が増えた場合の用途地区の見直
しのタイミング

エリアごとの価格差が把握しづらく、
状類の区分の見直しが困難

建物の敷地となっている土地が少ない
ので標準宅地の候補地がない

規範性の高い取引事例の収集が困難
（担当不動産鑑定士から聴取）
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（４）人口減少率が高く、宅地の取引事例が概ね３年以上発生していない、もしくは宅地の
取引事例が数年に１件しかないような地域（ここでの地域は、基本的には状況類似地区
よりも小さい範囲である国勢調査の小地域集計における「大字・町名」あるいは「字・
丁目名」を単位とします。以下同様。）の評価にあたって、苦慮していることはありま
すか。具体的にどのように苦慮しているか、評価の各段階に応じて回答用エクセルの各
欄に記載をお願いいたします。 

回答にあたっては差し支えない範囲で必要に応じて、担当の不動産鑑定士や士協会等
への確認・取材等を行ってください。 

（D6～K6 セル） 
 
【回答例】 

 
（５）人口減少率が高く、宅地の取引事例が概ね３年以上発生していない、もしくは宅地の

取引事例が数年に１件しかないような地域の評価にあたって、工夫していることはあり
ますか。具体的にどのように工夫しているか、評価の各段階に応じて回答用エクセルの
各欄に記載をお願いいたします。 

回答にあたっては差し支えない範囲で必要に応じて、担当の不動産鑑定士や士協会等
への確認・取材等を行ってください。 

（D11～K11 セル） 
 
【回答例】 

 
  

用途地区の区分
（市街地宅地評価法の場合のみ回答）

状況類似地区（域）の区分 標準宅地の選定 標準宅地の鑑定評価

住宅地図の空き家情報や家屋課税デー
タを活用

売買実例が無くとも、不動産鑑定士等
の精通者意見をもとに地域区分の見直
しを実施

建物が無くとも宅地化の蓋然性を考慮
して標準宅地を選定

同一需給圏を広く捉え、同一市町村に
こだわらず取引事例を収集、採用（担
当不動産鑑定士から聴取）

用途地区の区分
（市街地宅地評価法の場合のみ回答）

状況類似地区（域）の区分 標準宅地の選定 標準宅地の鑑定評価

空き家が増えた場合の用途地区の見直
しのタイミング

エリアごとの価格差が把握しづらく、
状類の区分の見直しが困難

建物の敷地となっている土地が少ない
ので標準宅地の候補地がない

規範性の高い取引事例の収集が困難
（担当不動産鑑定士から聴取）
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て
教

え
て

下
さ

い
。

（
市
街
化
調
整
区
域
内
の
場

合
）
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（
１
）
都
道
府
県
名

（
２
）
市
町
村
名

（
３
）
市
区
町
村
コ
ー
ド

調
査
票
２

（
４
）

（
５
）

（
６
）

（
７
）

（
８
）

過
疎
化
が
進
む
地
域
等
の
宅
地
（
宅
地
比

準
土
地
を
含
む
。
以
下
同
様
。
）
に
お
い

て
、
「
固
定
資
産
税
評
価
額
で
は
買
い
手

が
つ
か
な
い
よ
う
な
土
地
（
売
れ
な
い
土

地
）
で
あ
り
、
評
価
額
が
高
す
ぎ
る
」
な
ど

と
い
っ
た
納
税
者
か
ら
の
不
服
等
（
窓

口
、
審
査
申
出
、
裁
判
等
）
は
あ
り
ま
す

か
。

（
４
）
が
「
①
不
服
等
を
受
け
た
こ
と
が

あ
る
」
の
場
合
、
「
不
服
等
を
受
け
た
宅

地
」
は
ど
の
よ
う
な
地
域
に
存
し
て
い
ま
し

た
か
。

（
複
数
回
答
の
場
合
に
は
下
段
セ
ル
の
プ
ル

ダ
ウ
ン
を
そ
れ
ぞ
れ
選
択
）

（
５
）
に
つ
い
て
「
⑥
そ
の
他
」
と
回
答

い
た
だ
い
た
場
合
、
具
体
的
な
状
況
を
ご

記
入
く
だ
さ
い
。

（
４
）
が
「
①
不
服
等
を
受
け
た
こ
と
が

あ
る
」
の
場
合
、
「
不
服
等
を
受
け
た
宅

地
」
は
ど
の
よ
う
な
状
況
で
あ
り
ま
し
た

か
。

（
７
）
に
つ
い
て
「
③
そ
の
他
」
と
回
答

い
た
だ
い
た
場
合
、
具
体
的
な
状
況
を
ご

記
入
く
だ
さ
い
。

（
９
）

（
１
０
）

（
１
１
）

（
１
２
）

（
１
３
）

（
４
）
が
「
①
不
服
等
を
受
け
た
こ
と
が

あ
る
」
の
場
合
、
不
服
等
の
内
容
は
ど
の

よ
う
な
も
の
で
し
た
か
。

（
複
数
回
答
の
場
合
に
は
下
段
セ
ル
の
プ
ル

ダ
ウ
ン
を
そ
れ
ぞ
れ
選
択
）

（
９
）
に
つ
い
て
「
⑥
そ
の
他
」
と
回
答

い
た
だ
い
た
場
合
、
具
体
的
な
内
容
を
ご

記
入
く
だ
さ
い
。

（
４
）
が
「
①
不
服
等
を
受
け
た
こ
と
が

あ
る
」
の
場
合
、
不
服
等
に
対
し
て
ど
の
よ

う
な
説
明
（
回
答
）
を
し
ま
し
た
か
。

（
複
数
回
答
の
場
合
に
は
下
段
セ
ル
の
プ
ル

ダ
ウ
ン
を
そ
れ
ぞ
れ
選
択
）

（
１
１
）
に
つ
い
て
「
③
そ
の
他
」
と
回

答
い
た
だ
い
た
場
合
、
具
体
的
な
内
容
を

ご
記
入
く
だ
さ
い
。

（
４
）
が
「
①
不
服
等
を
受
け
た
こ
と
が

あ
る
」
の
場
合
、
不
服
等
に
伴
い
ど
の
よ

う
な
対
応
を
求
め
ら
れ
ま
し
た
か
。

（
複
数
回
答
の
場
合
に
は
下
段
セ
ル
の
プ
ル

ダ
ウ
ン
を
そ
れ
ぞ
れ
選
択
）

（
１
４
）

（
１
５
）

（
１
６
）

（
１
７
）

（
１
８
）

（
１
３
）
に
つ
い
て
「
④
そ
の
他
」
と
回

答
い
た
だ
い
た
場
合
、
具
体
的
な
内
容
を

ご
記
入
く
だ
さ
い
。

審
査
の
申
出
に
至
っ
た
も
の
が
あ
り
ま
す

か
。

（
１
５
）
に
つ
い
て
「
①
あ
る
（
決
定
：

棄
却
）
」
、
「
②
あ
る
（
決
定
：
認

容
）
」
と
回
答
い
た
だ
い
た
場
合
、
別
紙

１
に
概
要
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
（
主
な
も

の
３
事
案
ま
で
）
。

ま
た
、
差
し
支
え
な
け
れ
ば
個
人
名
等
が

特
定
さ
れ
な
い
よ
う
加
工
し
た
決
定
書
の

ご
提
供
を
お
願
い
し
ま
す
。

裁
判
に
至
っ
た
も
の
が
あ
り
ま
す
か
。

（
１
７
）
に
つ
い
て
「
①
あ
る
（
裁
判
：

棄
却
）
」
、
「
②
あ
る
（
裁
判
：
認

容
）
」
と
回
答
い
た
だ
い
た
場
合
、
別
紙

２
に
概
要
を
ご
記
入
く
だ
さ
い
（
主
な
も

の
３
事
案
ま
で
）
。

ま
た
、
差
し
支
え
な
け
れ
ば
個
人
名
等
が

特
定
さ
れ
な
い
よ
う
加
工
し
た
判
決
文
の

ご
提
供
を
お
願
い
し
ま
す
。

別
紙
１
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

別
紙
２
に
ご
記
入
く
だ
さ
い
。

※
　
本
資
料
は
、
調
査
票
２
の
イ
メ
ー
ジ
で
す
。
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